
令和５年６月 

東京都地域医療構想推進事業（開設後人件費支援）の概要 

１ 目的 

  地域医療構想に基づく病棟又は病室の整備を行うにあたり配置した職員の人件費の一部を補助することに

より、都における病床機能の分化及び連携を推進し、もって都民医療の向上を図ることを目的とします。 

 

２ 補助対象者 

都内の病院及び診療所の開設者で、知事が適当と認める者です。 

ただし、国、独立行政法人、国立大学法人、地方公共団体、地方独立行政法人及び特定地方独立行政法人

は除きます。 

 

３ 補助対象経費 

  知事が別に定める医療機能の施設基準を満たす病棟又は病室の整備を行うにあたり、当該病棟又は病

室において専ら勤務※させるため配置した職員の人件費のうち開設後１年間に発生するものです。 

ただし、令和５年度交付分については令和５年度中に発生する経費とします。 

  ※「当該病棟において専ら勤務」とは、補助対象となる職員の勤務時間のうち７割以上をその病棟で勤務

させることをいいます。 

 

補助対象病棟を回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟（病床）、補助対象職種を医師及び

リハ専門職（理学療法士（PT）、作業療法士（OT）及び言語聴覚士（ST））とします。 

 

４ 補助金額の算出方法 

  まず、下記の基準額と、対象経費の実支出額を比較します。その少ない方の額と、対象経費の実支出額か

ら寄付金その他の収入額を控除した額を比較し、さらにその少ない方の額を選びます。その額に、補助率を

乗じた額（千円未満の端数は切り捨て）が補助額となります。 

  なお、開設後１年の期間が年度をまたぐ場合には、３月までに発生する経費を令和６年度分として、４月

以降に発生する経費を令和７年度分として交付します。 

 

〔基準額〕医師：１４，４００千円／人  リハ専門職：４，８００千円／人 

（ただし、一の医療機関における上限を医師１名、リハ専門職３名とします。） 

 

〔補助率〕３／４ 

 

５ 留意事項 

この事業概要は、現時点における令和５年度事業に関するものです。令和５年度以降に内容（補助条

件、単価、補助率等）を変更する可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

詳細な補助条件及びスケジュール等については、下記担当にご確認ください。 

※令和５年度から継続して本補助金を活用される場合も、関係書類を御提出ください。 

 

６ 提出方法 

   電話連絡の上、下記の組織アドレス宛に資料一式を御提出ください。件名は以下のとおりとしてくださ

い。 

  ・組織アドレス S0000298@section.metro.tokyo.jp 

  ・件名 【病院名】【補助事業名】令和６年度の事業計画調査票の提出について 

 

７ 担当部署 

  東京都福祉保健局医療政策部医療政策課地域医療対策担当  

  〒１６３－８００１東京都新宿区西新宿２－８－１ 都庁第一本庁舎２８階南側 

  電話 ０３－５３２０－４４１７ 

 



 

 

 

 


